
歳出

（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

総務費 1 庁舎等維持管理事業 743,405 52,569 795,974

繰　資産管理基金繰入金 421,952 44,966 466,918

諸　その他収入 1,788 0 1,788

一　般　財　源 319,665 7,603 327,268

◆ (1) 庁舎等維持管理事業 303,802 52,569 356,371

・補正理由

　①原油価格高騰に伴う本庁舎等の維持管理に要する需用費（電気料及びガス料）

　　の追加

　　・電気料　42,623千円

　　・ガス料　 2,343千円

　②大河ドラマ館の開館に伴う本庁舎駐車場交通誘導員に要する委託料の追加

　　・交通誘導員配置人数　3人

　　・交通誘導員配置期間　令和5年1月22日（日）から令和6年1月14日（日）

　　　　　　　　　　　　　（大河ドラマ館開館日と同じ）

　　・交通誘導員配置時間　9：00～18：00

・補正内容

　需用費　44,966千円（ 83,170千円→128,136千円）

　委託料　 7,603千円（151,691千円→159,294千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　44,966千円（421,952千円→466,918千円）

2 国際デジタル運営経費 6,771 2,508 9,279

国　外国人受入環境整備交付金 275 0 275

一　般　財　源 6,496 2,508 9,004

・補正理由

　多言語による緊急情報提供システムの開発構築に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　2,508千円（6,771千円→9,279千円）

・債務負担行為

　事　項　多言語による緊急情報提供体制づくり推進業務委託費

　限度額　6,785千円（R5:6,785千円）

　期　間　令和4年度から令和5年度まで

事　業・事　項



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 3 はままつ暮らし促進事業 161,865 23,800 185,665

国　地方創生推進交付金 3,185 0 3,185

県　移住就業支援事業費補助金 7,575 17,850 25,425

一　般　財　源 151,105 5,950 157,055

◆
10,100 23,800 33,900

・補正理由

　補助申請者の増加に伴う移住就業支援事業にかかる補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　23,800千円（10,100千円→33,900千円）

・財源

　県3/4　移住就業支援事業費補助金　17,850千円（7,575千円→25,425千円）

4 デジタル・ガバメント推進事業 347,144 30,000 377,144

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 103,480 0 103,480

国　地方創生推進交付金 2,094 0 2,094

国　マイナンバーカード交付事務費補助金 95,000 30,000 125,000

国　デジタル田園都市国家構想推進交付金 105,759 0 105,759

一　般　財　源 40,811 0 40,811

・補正理由

　出張申請サポート等のマイナンバーカード普及促進策の拡充に要する経費の追加

・補正内容

　委託料　30,000千円（231,474千円→261,474千円）

・財源

　国10/10　マイナンバーカード交付事務費補助金　30,000千円

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　（95,000千円→125,000千円）

(1) はじめようハマライフ助成事業
    （補助金）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 5 再エネ・省エネ推進事業 360,231 12,250 372,481

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 15,000 15,000 30,000

繰　資産管理基金繰入金 0 342 342

繰　新エネルギー等活用推進基金繰入金 13,250 0 13,250

諸　自動車充電インフラ普及事業費補助金 5,393 0 5,393

諸　クリーンエネルギー自動車導入事業費
　　補助金 1,066 0 1,066

諸　省エネルギ―改修による光熱費削減分
　　納入金 3,643 0 3,643

諸　公営企業納入金 21,225 11,908 33,133

諸　指定管理者納入金 606 0 606

諸　その他収入 5,508 0 5,508

債　公共施設カーボンニュートラル推進
　　事業債 99,500 0 99,500

一　般　財　源 195,040 △ 15,000 180,040

・補正理由

　①原油価格高騰に伴うマイクログリッド事業の運営に要する需用費（電気料）

　　の追加

　　　対象施設：佐久間病院、三ヶ日浄化センター

　②ZEH補助金に対する新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

　　の充当（財源補正）

・補正内容

　需用費　12,250千円（23,178千円→35,428千円）

・財源　

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

　　　　　　　　　　　 15,000千円（15,000千円→30,000千円）

　繰　資産管理基金繰入金　342千円（皆増）

　諸　公営企業納入金　 11,908千円（21,225千円→33,133千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 6 協働センター管理運営事業（中区役所費） 101,884 7,885 109,769

使　協働センター等使用料 34,394 0 34,394

繰　資産管理基金繰入金 0 7,885 7,885

諸　その他収入 4,024 0 4,024

一　般　財　源 63,466 0 63,466

・補正理由

　原油価格高騰に伴う中区内の協働センター等の管理運営に要する需用費

　（電気料及びガス料）の追加

　・電気料　6,049千円

　・ガス料　1,836千円

・補正内容

　需用費　7,885千円（35,978千円→43,863千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　7,885千円（皆増）

7 区管理運営事業（東区役所費） 50,877 8,202 59,079

使　戸籍等手数料 1 0 1

繰　資産管理基金繰入金 0 3,538 3,538

諸　その他収入 146 0 146

一　般　財　源 50,730 4,664 55,394

◆ (1) 庁舎維持管理事業 39,165 8,202 47,367

・補正理由

　①原油価格高騰に伴う東区役所庁舎の維持管理に要する需用費（電気料）

　　の追加

　②空調機修繕に要する工事請負費の追加

・補正内容

　需用費　　　3,538千円（8,859千円→12,397千円）

　工事請負費　4,664千円（2,051千円→ 6,715千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　3,538千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 8 協働センター管理運営事業（東区役所費） 47,655 2,319 49,974

使　協働センター等使用料 16,696 0 16,696

繰　資産管理基金繰入金 0 2,319 2,319

諸　その他収入 3,762 0 3,762

一　般　財　源 27,197 0 27,197

・補正理由

　原油価格高騰に伴う東区内の協働センター等の管理運営に要する需用費

　（電気料）の追加

・補正内容

　需用費　2,319千円（16,698千円→19,017千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　2,319千円（皆増）

9 区管理運営事業（西区役所費） 76,132 4,967 81,099

使　戸籍等手数料 1 0 1

繰　資産管理基金繰入金 0 4,967 4,967

諸　その他収入 605 0 605

一　般　財　源 75,526 0 75,526

◆ (1) 庁舎維持管理事業 42,134 4,967 47,101

・補正理由

　原油価格高騰に伴う西区役所庁舎の維持管理に要する需用費（電気料）の追加

・補正内容

　需用費　4,967千円（10,449千円→15,416千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　4,967千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 10 協働センター管理運営事業（西区役所費） 83,315 5,759 89,074

使　協働センター等使用料 17,796 0 17,796

繰　資産管理基金繰入金 0 3,944 3,944

諸　その他収入 1,663 0 1,663

一　般　財　源 63,856 1,815 65,671

・補正理由

　①原油価格高騰に伴う西区内の協働センター等の管理運営に要する需用費

　　（電気料）の追加

　②舞阪協働センターの雨漏り修繕に要する工事請負費の追加

・補正内容

　需用費　　　3,944千円（27,389千円→31,333千円）

　工事請負費　1,815千円（ 4,451千円→ 6,266千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　3,944千円（皆増）

11 区管理運営事業（南区役所費） 53,288 3,324 56,612

使　戸籍等手数料 5 0 5

繰　資産管理基金繰入金 0 3,324 3,324

諸　その他収入 41 0 41

一　般　財　源 53,242 0 53,242

◆ (1) 庁舎維持管理事業 40,773 3,324 44,097

・補正理由

　原油価格高騰に伴う南区役所庁舎の維持管理に要する需用費（電気料）の追加

・補正内容

　需用費　3,324千円（10,665千円→13,989千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　3,324千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 12 協働センター管理運営事業（南区役所費） 48,156 1,715 49,871

使　協働センター等使用料 14,370 0 14,370

繰　資産管理基金繰入金 0 1,715 1,715

諸　その他収入 1,865 0 1,865

一　般　財　源 31,921 0 31,921

・補正理由

　原油価格高騰に伴う南区内の協働センター等の管理運営に要する需用費

　（電気料）の追加

・補正内容

　需用費　1,715千円（13,711千円→15,426千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　1,715千円（皆増）

13 区管理運営事業（北区役所費） 106,173 3,175 109,348

使　戸籍等手数料 5 0 5

繰　資産管理基金繰入金 0 3,175 3,175

諸　収入印紙売りさばき事務受入金 120 0 120

諸　その他収入 142 0 142

一　般　財　源 105,906 0 105,906

◆ (1) 庁舎維持管理事業 84,324 3,175 87,499

・補正理由

　原油価格高騰に伴う北区役所庁舎の維持管理に要する需用費（電気料）の追加

・補正内容

　需用費　3,175千円（10,185千円→13,360千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　3,175千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 14 協働センター管理運営事業（北区役所費） 67,511 1,179 68,690

使　協働センター等使用料 7,140 0 7,140

繰　資産管理基金繰入金 0 1,179 1,179

諸　公営企業納入金 920 0 920

諸　その他収入 1,886 0 1,886

一　般　財　源 57,565 0 57,565

・補正理由

　原油価格高騰に伴う北区内の協働センター等の管理運営に要する需用費（電気料）

　の追加

・補正内容

　需用費　1,179千円（27,074千円→28,253千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　1,179千円（皆増）

15 区管理運営事業（天竜区役所費） 104,499 4,149 108,648

使　龍山入浴施設使用料 1,662 0 1,662

使　戸籍等手数料 10 0 10

繰　資産管理基金繰入金 0 4,149 4,149

諸　公営企業納入金 825 0 825

諸　その他収入 4,312 0 4,312

一　般　財　源 97,690 0 97,690

◆ (1) 庁舎維持管理事業 40,726 4,149 44,875

・補正理由

　原油価格高騰に伴う天竜区役所庁舎の維持管理に要する需用費（電気料）の追加

・補正内容

　需用費　4,149千円（8,629千円→12,778千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　4,149千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 16 生涯スポーツ振興事業 68,064 6,341 74,405

使　小中学校スポーツ施設使用料 25,824 0 25,824

繰　資産管理基金繰入金 0 1,361 1,361

繰　地域振興等基金繰入金 19,000 0 19,000

一　般　財　源 23,240 4,980 28,220

◆ (1) 小中学校スポーツ施設開放事業 43,771 6,341 50,112

・補正理由

　①原油価格高騰に伴う小中学校スポーツ施設の運営に要する需用費（電気料）

　　の追加

　②学校開放事業スマート化の対象校拡大に要する経費の追加

・補正内容

　需用費　1,361千円（10,376千円→11,737千円）

　役務費　1,020千円（皆増）

　委託料　3,960千円（29,895千円→33,855千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　1,361千円（皆増）

・債務負担行為

　事　項　小中学校スポーツ施設利用スマート化事業費

　限度額　95,497千円（R5:60,145千円、R6～R8:各年度11,784千円）

　期　間　令和4年度から令和8年度まで

17 スポーツ施設運営事業 1,422,011 7,150 1,429,161

市　現年課税分（事業所税） 136,000 0 136,000

使　運動広場等使用料 711 0 711

使　武道場使用料 185 0 185

使　地域総合体育館使用料 35 0 35

諸　指定管理施設特定収入 49,454 0 49,454

諸　その他収入 327 0 327

一　般　財　源 1,235,299 7,150 1,242,449

◆ (1) スポーツ施設整備事業 236,437 7,150 243,587

・補正理由

　浜松球場の防球ネット設置設計に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　7,150千円（27,372千円→34,522千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 18 スポーツ文化推進運営経費 9,569 214 9,783

一　般　財　源 9,569 214 9,783

・補正理由

　浜松球場における損害賠償事件にかかる損害賠償に要する経費の追加

・補正内容

　報酬　  　 　　　　　 110千円（皆増）

　補償、補填及び賠償金　104千円（皆増）

19 生涯学習施設運営事業 1,252,543 6,175 1,258,718

市　現年課税分（事業所税） 378,000 0 378,000

使　文化会館等使用料 3,265 0 3,265

財　社会教育振興基金運用収入 2 0 2

繰　資産管理基金繰入金 0 6,175 6,175

諸　指定管理施設特定収入 20,706 0 20,706

諸　その他収入 265 0 265

一　般　財　源 850,305 0 850,305

◆ (1) 科学館運営事業 219,231 6,175 225,406

・補正理由

　原油価格高騰に伴う科学館の運営に要する需用費（ガス料）の追加

・補正内容

　需用費　6,175千円（43,681千円→49,856千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　6,175千円（皆増）

20 美術館運営事業 32,736 5,561 38,297

使　美術館使用料 3,307 0 3,307

繰　資産管理基金繰入金 0 5,561 5,561

諸　その他収入 84 0 84

一　般　財　源 29,345 0 29,345

◆ (1) 維持管理事業 25,921 5,561 31,482

・補正理由

　原油価格高騰に伴う美術館の維持管理に要する需用費（電気料）の追加

・補正内容

　需用費　5,561千円（14,964千円→20,525千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　5,561千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 21 美術館展覧会開催事業 53,294 1,534 54,828

使　美術館観覧料 1,836 0 1,836

寄　一般寄附金 200 0 200

諸　美術館特別展等事業収入 33,071 0 33,071

諸　その他収入 250 0 250

一　般　財　源 17,937 1,534 19,471

◆ (1) 特別展開催事業 0 1,534 1,534

・補正理由

　葛飾北斎展の開催準備に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　1,534千円（皆増）

・債務負担行為

　事　項　美術館特別展開催事業費（特別展「葛飾北斎展」開催経費）

　限度額　3,087千円（R5:3,087千円）　

　期　間　令和4年度から令和5年度まで

22 人件費（市民生活費） 13,384 6,372 19,756

国　マイナンバーカード交付事務費補助金 6,268 6,372 12,640

一　般　財　源 7,116 0 7,116

◆ (1) 会計年度任用職員 13,384 6,372 19,756

・補正理由

　マイナンバーカード交付業務の増加に伴う会計年度任用職員の配置に要する

　報酬の追加

　　令和5年1月から3月まで区役所に会計年度任用職員計15人を配置

・補正内容

　報酬　6,372千円（13,384千円→19,756千円）

・財源

　国10/10　マイナンバーカード交付事務費補助金　6,372千円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （6,268千円→12,640千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 23 統一地方選挙 225,358 4,764 230,122

県　県議会議員選挙費委託金 33,987 0 33,987

一　般　財　源 191,371 4,764 196,135

◆ (1) 投票及び開票事業 169,891 4,764 174,655

・補正理由

　大河ドラマ館の開館に伴う混雑緩和のための期日前投票所変更に要する経費の追加

　　浜松市役所101会議室から旧北小学校体育館へ変更

・補正内容

　委託料　　　　　4,609千円（80,037千円→84,646千円）

　使用料及び賃借料　155千円（ 1,848千円→ 2,003千円）

・債務負担行為

　事　項　統一地方選挙準備業務委託費

　限度額　7,625千円（R5:7,625千円）

　期　間　令和4年度から令和5年度まで

民生費 1 障害者医療事業 1,580,253 24,000 1,604,253

分　措置入院者自己負担金 1 0 1

国　精神保健費等負担金 9,745 0 9,745

国　障害者自立支援事業費補助金 1,747 0 1,747

国　精神保健費等補助金 13,131 0 13,131

一　般　財　源 1,555,629 24,000 1,579,629

◆ (1) 重度障害者医療費助成事業 1,459,002 24,000 1,483,002

・補正理由

　後期高齢者医療制度の改正に伴う重度障害者の医療費（通院500円/月・医療機関

　を超える窓口負担等）に対する扶助費の追加

　・制度改正の概要

　　・医療費の窓口負担割合に2割負担が新設されることにより、一部の被保険者

　　　の自己負担が1割から2割に増加

　　・令和7年9月30日までの3年間は、負担割合の変更による負担増を月3,000円

　　　までに抑制する経過措置を実施

　　・令和4年10月1日から施行

・補正内容

　扶助費　24,000千円（1,436,541千円→1,460,541千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 2 一時保護所運営事業 33,504 844 34,348

繰　資産管理基金繰入金 0 844 844

諸　クリーンエネルギー自動車導入事業費
　　補助金 150 0 150

一　般　財　源 33,354 0 33,354

・補正理由

　原油価格高騰に伴う一時保護所の運営に要する需用費（電気料及びガス料）の追加

　・電気料　444千円

　・ガス料　400千円

・補正内容

　需用費　844千円（11,636千円→12,480千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　844千円（皆増）

3 市立保育所管理運営事業 386,456 8,745 395,201

市　現年課税分（事業所税） 34,000 0 34,000

使　市立保育所保育料 59,915 0 59,915

使　市立保育所延長保育料 1,276 0 1,276

使　市立保育所一時預かり利用料 900 0 900

国　新型コロナウイルス感染症対応
    地方創生臨時交付金 5,789 0 5,789

国　保育対策総合支援事業費補助金 1,500 0 1,500

繰　資産管理基金繰入金 0 8,745 8,745

諸　市立保育所副食費保護者負担金 51,138 0 51,138

諸　市立保育所一時預かり事業副食費
　　保護者負担金 11 0 11

一　般　財　源 231,927 0 231,927

◆ (1) 市立保育所運営事業 131,465 8,745 140,210

・補正理由

　原油価格高騰に伴う市立保育所の運営に要する需用費（燃料費、電気料

　及びガス料）の追加

　・燃料費　1,297千円

　・電気料　6,853千円

　・ガス料　　595千円

・補正内容

　需用費　8,745千円（56,849千円→65,594千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　8,745千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 4 生活保護デジタル運営経費 17,754 14,865 32,619

国　生活保護費等負担金 5,191 0 5,191

国　生活保護運営対策事業費等補助金 196 0 196

国　社会保障・税番号制度システム整備費
　　補助金 0 10,465 10,465

一　般　財　源 12,367 4,400 16,767

・補正理由

　マイナンバーを活用した制度対応に伴うシステム改修に要する委託料の追加

　①公金受取口座登録制度対応（生活保護システム）　4,400千円

　　マイナンバー連携により、生活保護受給者がマイナポータルを介して登録

　　した公金受取口座情報の照会機能の追加

　②医療扶助オンライン資格確認対応

　　（生活保護、レセプト管理システム）   　　　  10,465千円

　　生活保護受給者の資格情報、医療券情報等にかかるデータ連携機能の実装

・補正内容

　委託料　14,865千円（16,750千円→31,615千円）

・財源

　国10/10　社会保障・税番号制度システム整備費補助金　10,465千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 1 救急医療事業 408,130 8,470 416,600

使　夜間救急室使用料 88,990 0 88,990

使　天竜休日救急診療所使用料 14,750 0 14,750

使　夜間救急室手数料 507 0 507

使　天竜休日救急診療所手数料 36 0 36

県　救急医療運営費補助金 15,119 0 15,119

県　病院群輪番制病院設備整備事業費
　　補助金 0 5,646 5,646

諸　その他収入 2 0 2

一　般　財　源 288,726 2,824 291,550

◆
0 8,470 8,470

・補正理由

　県補助金の内示に伴う医療機器等設備の整備に対する補助金の追加

　　交付先　　遠州病院

　　設備名称　無影灯

・補正内容

　負担金補助及び交付金　8,470千円（皆増）

・財源

　県2/3　病院群輪番制病院設備整備事業費補助金　5,646千円（皆増）

2 母子相談事業 31,338 5,978 37,316

国　子ども・子育て支援交付金 1,015 0 1,015

国　女性健康支援センター事業費補助金 202 0 202

国　産後ケア事業費補助金 12,627 2,989 15,616

国　産前・産後サポート事業費補助金 312 0 312

県　子ども・子育て支援交付金 253 0 253

一　般　財　源 16,929 2,989 19,918

・補正理由

　利用件数の増加に伴う産後ケア事業に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　5,978千円（25,481千円→31,459千円）

・財源

　国1/2　産後ケア事業費補助金　2,989千円（12,627千円→15,616千円）

(1) 病院群輪番制病院設備整備費助成事業
    （補助金）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 3 母子医療費等支援事業 428,639 28,655 457,294

分　母子衛生費負担金 8,786 0 8,786

分　児童保護費等負担金 82 0 82

国　母子保健衛生費負担金 19,144 0 19,144

国　児童保護費等負担金 8,279 0 8,279

国　小児慢性特定疾病対策費負担金 105,188 0 105,188

国　小児慢性特定疾病対策費補助金 348 0 348

国　日常生活用具給付等事業費補助金 195 0 195

国　不妊専門相談センター事業費補助金 149 0 149

国　不育症検査費用助成事業費補助金 375 0 375

県　母子保健衛生費負担金 9,505 0 9,505

県　児童保護費等負担金 4,139 0 4,139

県　特定不妊治療費補助金 68,408 14,327 82,735

一　般　財　源 204,041 14,328 218,369

◆ (1) 不妊治療費等支援事業 151,793 28,655 180,448

・補正理由

　申請件数の増加に伴う不妊治療費等支援に要する補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　28,655千円（150,471千円→179,126千円）

・財源

　県1/2　特定不妊治療費補助金　14,327千円（68,408千円→82,735千円）

4 保健総合管理システム運用事業 27,773 5,764 33,537

国　感染症予防事業費等補助金 610 0 610

国　母子保健対策強化事業費補助金 990 0 990

国　新型コロナウイルスワクチン接種体制
　　確保事業費補助金 1,782 5,764 7,546

一　般　財　源 24,391 0 24,391

・補正理由

　新型コロナウイルスのオミクロン株対応ワクチン接種及び小児追加接種

　（3回目）等の実施に伴うシステム改修に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　5,764千円（24,750千円→30,514千円）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金　5,764千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1,782千円→7,546千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 5 難病患者等支援事業 1,076,112 215,191 1,291,303

国　難病医療費等負担金 530,640 107,595 638,235

国　感染症予防事業費等補助金 1,396 0 1,396

県　難病患者介護家族リフレッシュ事業費
    補助金 180 0 180

県　保健所費委託金 55 0 55

一　般　財　源 543,841 107,596 651,437

・補正理由

　給付の増加に伴う指定難病の特定医療費に要する扶助費の追加

・補正内容

　扶助費　215,191千円（1,061,280千円→1,276,471千円）

・財源

　国1/2　難病医療費等負担金　107,595千円（530,640千円→638,235千円）

6 新型コロナウイルスワクチン接種事業 2,210,968 1,460,647 3,671,615

国　新型コロナウイルス予防接種事業費
　　負担金 1,754,627 326,164 2,080,791

国　新型コロナウイルスワクチン接種体制
　　確保事業費補助金 456,341 1,132,402 1,588,743

諸　その他収入 0 2,081 2,081

・補正理由

　新型コロナウイルスのオミクロン株対応ワクチンの導入に伴う接種期間延長

　及び小児追加接種（3回目）等の実施に要する経費の追加

・補正内容

　役務費　　 47,517千円（　 78,100千円→　125,617千円）

　委託料　1,413,130千円（2,065,734千円→3,478,864千円）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルス予防接種事業費負担金

　　　　　　　　　　　　　326,164千円（1,754,627千円→2,080,791千円）

　国10/10　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

　　　　　　　　　　　　1,132,402千円（　456,341千円→1,588,743千円）

　諸　その他収入　　　　　　2,081千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 7 保健所等維持管理運営事業 50,449 4,281 54,730

使　薬事許可申請等手数料 1,625 0 1,625

国　保健所費委託金 541 0 541

繰　資産管理基金繰入金 0 4,281 4,281

諸　その他収入 199 0 199

一　般　財　源 48,084 0 48,084

・補正理由

　原油価格高騰に伴う保健所の維持管理に要する需用費（電気料及びガス料）

　の追加

　・電気料　2,336千円

　・ガス料　1,945千円

・補正内容

　需用費　4,281千円（12,223千円→16,504千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　4,281千円（皆増）

8 発熱等受診相談センター運営事業 180,584 95,403 275,987

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 105,238 0 105,238

県　新型コロナウイルス感染症
　　緊急包括支援交付金 0 95,403 95,403

一　般　財　源 75,346 0 75,346

・補正理由

　新型コロナウイルス感染者の全数届出の見直しに伴う電話相談・受診調整業務

　及び患者への健康フォローアップ体制の拡充に要する経費の追加

・補正内容

　役務費　 8,000千円（ 13,914千円→ 21,914千円）

　委託料　87,403千円（166,630千円→254,033千円）

・財源

　県10/10　新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金　95,403千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 9 感染症対策事業 1,168,785 551,991 1,720,776

分　感染症入院患者自己負担金 20 0 20

国　感染症患者入院医療費負担金 197,253 123,462 320,715

国　感染症予防事業費負担金 1,849 0 1,849

国　感染症発生動向調査事業費負担金 366,147 185,039 551,186

国　疾病予防対策事業費等補助金 46 0 46

国　新型コロナウイルス感染症対応
    地方創生臨時交付金 11,503 0 11,503

県　新型コロナウイルス感染症緊急包括
　　支援交付金 66,935 0 66,935

繰　新型コロナウイルス感染症対策基金
　　繰入金 58,827 0 58,827

一　般　財　源 466,205 243,490 709,695

・補正理由

　新型コロナウイルス感染症にかかる医療機関実施分保険適用検査及び

　入院医療費の自己負担額公費負担に要する経費の追加

・補正内容

　委託料　387,374千円（855,978千円→1,243,352千円）

　扶助費　164,617千円（201,000千円→　365,617千円）

・財源

　国3/4　感染症患者入院医療費負担金　 　 123,462千円

　 　　　　　　　　　　　 （197,253千円→320,715千円）

　国1/2　感染症発生動向調査事業費負担金　185,039千円

　　　　　　　　　　　　  （366,147千円→551,186千円）

10 と畜場・市場事業特別会計繰出金 161,445 29,000 190,445

繰　資産管理基金繰入金 0 17,340 17,340

一　般　財　源 161,445 11,660 173,105

・補正理由

　原油価格高騰に伴うと畜場・市場事業特別会計における需用費（電気料及び

　灯油料）及び消防設備受信機の更新にかかる工事請負費の追加に対する繰出金

　の追加

・補正内容

　繰出金　29,000千円（161,445千円→190,445千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　17,340千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 11 水道事業会計負担金 402,139 100,030 502,169

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 4,076 100,030 104,106

一　般　財　源 398,063 0 398,063

・補正理由

　原油価格高騰に伴う動力費の上昇への対応に要する水道事業会計への負担金

　の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　100,030千円（402,139千円→502,169千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　100,030千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （4,076千円→104,106千円）

農林水 1 中山間・山間地域振興事業 130,900 1,280 132,180
産業費

県　中山間地域等直接支払事業費補助金 90,160 985 91,145

繰　過疎地域持続的発展事業基金繰入金 8,000 0 8,000

一　般　財　源 32,740 295 33,035

◆ (1) 中山間地域等農業振興交付金事業 120,900 1,280 122,180

・補正理由

　交付対象集落（久留女木地区）の追加実施に伴う交付金の追加及び

　県内示に伴う需用費の減額

・補正内容

　需用費　　　　　　　　△100千円（　　264千円→　　164千円）

　負担金補助及び交付金　1,380千円（120,550千円→121,930千円）

・財源

　県3/4、1/2　中山間地域等直接支払事業費補助金  985千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （90,160千円→91,145千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

農林水 2 農業振興デジタル運営経費 1,928 1,621 3,549
産業費

県　経営所得安定対策推進事業費補助金 990 1,621 2,611

県　中山間地域等直接支払事業費補助金 330 0 330

一　般　財　源 608 0 608

・補正理由

　農地情報のｅＭＡＦＦ（農林水産省共通申請サービス）データ移行の実施に伴う　

　委託料の追加

・補正内容

　委託料　1,621千円（1,650千円→3,271千円）

・財源

　県10/10　経営所得安定対策推進事業費補助金　1,621千円（990千円→2,611千円）

商工費 1 まちなか回遊性促進事業 8,286 3,980 12,266

一　般　財　源 8,286 3,980 12,266

◆ (1) 大河ドラマ関連まちなか活性化事業 8,286 3,980 12,266

・補正理由

　大河ドラマ期間中の中心市街地の雰囲気醸成を目的とした空き店舗店頭への

　ドラマ関連装飾や情報発信に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　3,980千円（3,190千円→7,170千円）

土木費 1 道路施設管理事業 1,137,042 67,627 1,204,669

県　道路維持管理費負担金 4,557 0 4,557

繰　資産管理基金繰入金 0 67,627 67,627

諸　その他収入 957 0 957

一　般　財　源 1,131,528 0 1,131,528

◆ (1) 道路施設維持管理事業 340,403 67,627 408,030

・補正理由

　原油価格高騰に伴う道路照明灯等の維持管理に要する需用費（電気料）の追加

・補正内容

　需用費　67,627千円（219,163千円→286,790千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　67,627千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 2 道路維持修繕事業 8,944,232 110,000 9,054,232

国　道整備事業費補助金 53,000 0 53,000

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（道路） 443,202 0 443,202

国　道路関連整備・修繕事業費補助金 1,385,236 0 1,385,236

国　災害対策等緊急事業推進費補助金 0 55,000 55,000

県　橋りょう整備事業費負担金 6,390 0 6,390

県　道路維持管理費負担金 19,575 0 19,575

県　地震・津波対策促進費交付金 30,000 0 30,000

債　土木施設整備事業債 1,769,500 49,500 1,819,000

一　般　財　源 5,237,329 5,500 5,242,829

◆ (1) 国交付金事業 3,511,121 110,000 3,621,121

【繰越明許費】

・補正理由

　国補助金内示に伴う工事請負費の追加

　　県道新城引佐線　道路排水施設災害対策事業

・補正内容

　工事請負費　110,000千円（2,496,903千円→2,606,903千円）

・財源

　国1/2　災害対策等緊急事業推進費補助金  55,000千円（皆増）

　債　　 土木施設整備事業債　　　　　　　49,500千円

　　　　　　　　　　 　　　（1,160,200千円→1,209,700千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 3 河川改良事業 793,002 89,000 882,002

市　現年課税分（事業所税） 124,000 0 124,000

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（河川） 34,000 0 34,000

県　広域河川改修事業費補助金 11,333 0 11,333

債　土木施設整備事業債 416,800 0 416,800

一　般　財　源 206,869 89,000 295,869

◆ (1) 単独事業 725,002 89,000 814,002

【繰越明許費】

・補正理由

　①令和4年7月豪雨被害を踏まえた浸水対策に要する委託料の追加

　　　二級河川九領川流域浸水対策検討業務　　　　　　19,000千円

　②令和4年9月豪雨及び台風第15号被害を踏まえた浸水対策に要する委託料の

　　追加

　　・二級河川堀留川流域浸水対策検討業務　　　 　　 20,000千円

　　・準用河川狢川河川改修詳細設計業務　　　　　 　 10,000千円

　　・準用河川安間川西支線外河川改修計画策定業務 　 20,000千円

　　・普通河川本沢合16号排水路流域浸水対策検討業務　10,000千円

　　・普通河川小林11号排水路外流域浸水対策検討業務　10,000千円

・補正内容

　委託料　89,000千円（131,100千円→220,100千円）

4 河川維持修繕事業 766,904 82,500 849,404

債　土木施設整備事業債 20,000 17,500 37,500

一　般　財　源 746,904 65,000 811,904

◆ (1) 河川・排水路維持修繕事業 723,904 82,500 806,404

【繰越明許費】

・補正理由

　令和4年9月豪雨及び台風第15号被害を踏まえた河川及び排水路の浚渫等に要する

　工事請負費の追加

　　東区  　11か所　32,500千円

　　北区　　 3か所　17,500千円（繰越明許費）

　　浜北区　11か所　32,500千円

・補正内容

　工事請負費　82,500千円（654,100千円→736,600千円）

・財源　　　　　　　

　債　土木施設整備事業債　17,500千円（20,000千円→37,500千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 5 人件費（都市計画総務費） 149,939 382 150,321

一　般　財　源 149,939 382 150,321

◆ (1) 附属機関の委員等 240 382 622

・補正理由

　天竜区緑恵台土砂崩落にかかる行政対応検証委員に対する報酬の追加

　　委員　5名

　　　弁護士2名、学識者1名、技術的学識者2名

・補正内容

　報酬　382千円（240千円→622千円）

6 都市計画総務運営経費 8,508 618 9,126

使　都市計画用途地域等証明手数料 25 0 25

諸　その他収入 893 0 893

一　般　財　源 7,590 618 8,208

・補正理由

　天竜区緑恵台土砂崩落にかかる検証委員会の運営に要する経費の追加

・補正内容

　旅費　　591千円（1,858千円→2,449千円）

　需用費　 27千円（1,921千円→1,948千円）

7 土地区画整理等調査事業 111,362 25,871 137,233

市　現年課税分（都市計画税） 35,000 0 35,000

一　般　財　源 76,362 25,871 102,233

◆ (1) 単独事業 111,362 25,871 137,233

・補正理由

　令和3年7月に市道大平台83号線で発生した排水管破断による道路陥没に伴う

　急施行工事における二次災害の発生抑止等に要する工事請負費の追加

　・地盤改良工事　　　　 21,659千円

　　地下排水管への土砂流入防止のための地盤改良

　・排水ポンプ設置等工事　4,212千円

　　排水ポンプ設置、雨水流入口閉鎖

・補正内容

　工事請負費　25,871千円（33,595千円→59,466千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 8 緑地保全事業 37,854 807 38,661

市　現年課税分（都市計画税） 12,000 0 12,000

寄　一般寄附金 2,000 0 2,000

一　般　財　源 23,854 807 24,661

◆ (1) 単独事業 30,507 807 31,314

・補正理由

　クラウドファンディングによる寄附目標額達成に伴う富塚・川平地区の

　樹林整備に要する工事請負費の追加

　・寄附の概要

　　目標額　700千円

　　達成額　807千円

・補正内容

　工事請負費　807千円（10,751千円→11,558千円）

9 公園緑地帯維持管理事業 657,871 32,046 689,917

使　運動施設使用料 1 0 1

使　公園使用料 5,830 0 5,830

使　照明灯使用料 230 0 230

繰　資産管理基金繰入金 0 8,779 8,779

諸　その他収入 300 0 300

一　般　財　源 651,510 23,267 674,777

・補正理由

　①原油価格高騰に伴う需用費（電気料）の追加

　　　対象　市内544公園の電気料

　②公園樹木の高木化等に伴う樹木伐採等に要する工事請負費の追加

・補正内容

　需用費　     8,779千円（50,521千円→59,300千円）

　工事請負費　23,267千円（34,000千円→57,267千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　8,779千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 10 動物園施設維持管理事業 142,388 18,723 161,111

使　公園使用料 229 0 229

使　動物園入園料 56,599 0 56,599

繰　資産管理基金繰入金 0 12,196 12,196

諸　その他収入 1,188 0 1,188

一　般　財　源 84,372 6,527 90,899

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う需用費（電気料、ガス料、灯油料及び飼料費）の追加

　・電気料　 11,247千円

　・ガス料　 　　86千円

　・灯油料　 　 863千円

　・飼料費　　6,527千円

・補正内容

　需用費　18,723千円（91,940千円→110,663千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　12,196千円（皆増）

11 下水道事業会計負担金 4,703,143 101,680 4,804,823

市　現年課税分（入湯税） 14,000 0 14,000

市　現年課税分（都市計画税） 3,394,000 0 3,394,000

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 8,606 101,680 110,286

一　般　財　源 1,286,537 0 1,286,537

・補正理由

　原油価格高騰に伴う動力費の上昇への対応に要する下水道事業会計への負担金

　の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　101,680千円（4,703,143千円→4,804,823千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　101,680千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （8,606千円→110,286千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

消防費 1 消防庁舎運営事業 302,047 22,790 324,837

国　新型コロナウイルス感染症対応
    地方創生臨時交付金 37,218 0 37,218

繰　資産管理基金繰入金 0 22,790 22,790

諸　その他収入 500 0 500

一　般　財　源 264,329 0 264,329

◆ (1) 消防庁舎運営維持管理事業 184,032 22,790 206,822

・補正理由

　原油価格高騰に伴う消防庁舎等の維持管理に要する需用費（電気料及びガス料）

　の追加

　・電気料　19,588千円

　・ガス料　 3,202千円

・補正内容

　需用費　22,790千円（88,467千円→111,257千円）

・財源　　　　　　　

　繰　資産管理基金繰入金　22,790千円（皆増）

教育費 1 人件費（教育指導費） 841,255 3,885 845,140

国　理科教育等設備整備費補助金 9,943 0 9,943

国　帰国・外国人児童生徒支援事業費
    補助金 40,951 0 40,951

国　補習指導員等派遣事業費補助金 19,884 0 19,884

国　いじめ対策等総合推進事業費補助金 45,075 0 45,075

国　切れ目ない支援体制整備充実事業費
　　補助金 2,511 0 2,511

一　般　財　源 722,891 3,885 726,776

◆ (1) 会計年度任用職員 367,620 3,885 371,505

・補正理由

　不登校児童生徒の自立に向けた校内適応指導教室の増設に伴う報酬の追加

　　不登校児童生徒数10人以上の未開設校（対象40校）のうち、開設可能な

　　15校に新規開設（中学校12校、小学校3校）

　・中学校　12校

　　西部中、八幡中、江西中、蜆塚中、笠井中、中郡中、可美中、　　

　　舞阪中、雄踏中、浜北北部中、清竜中、三ヶ日中

　・小学校　 3校

　　広沢小、飯田小、浜名小

・補正内容

　報酬　3,885千円（350,433千円→354,318千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 2 不登校児支援推進事業 65,297 1,514 66,811

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 1,094 0 1,094

一　般　財　源 64,203 1,514 65,717

・補正理由

　不登校児童生徒の自立に向けた校内適応指導教室の増設に伴う経費の追加

・補正内容

　旅費　　　　 14千円（ 88千円→　102千円）　　

　需用費　　　900千円（791千円→1,691千円）　

　備品購入費　600千円（200千円→　800千円）

3 小学校運営事業 1,161,025 175,995 1,337,020

国　防音事業関連維持費補助金 10,786 0 10,786

繰　資産管理基金繰入金 0 175,995 175,995

諸　その他収入 1,048 0 1,048

一　般　財　源 1,149,191 0 1,149,191

・補正理由

　原油価格高騰に伴う学校運営に要する需用費（電気料及びガス料）の追加

　・電気料　136,367千円

　・ガス料　 39,628千円

・補正内容

　需用費　175,995千円（883,189千円→1,059,184千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　175,995千円（皆増）

4 小学校授業用教材教具導入事業 257,049 21,407 278,456

国　理科教育等設備整備費補助金 2,938 0 2,938

一　般　財　源 254,111 21,407 275,518

・補正理由

  次年度学級増に伴う普通教室及び発達支援教室教材備品等の購入に要する

　経費の追加

　　普通学級　　　 9学級

　　発達支援学級　18学級

・補正内容

　需用費　 　  8,947千円（206,822千円→215,769千円）

　備品購入費　12,460千円（ 50,227千円→ 62,687千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 5 小学校給食事業 860,009 26,400 886,409

繰　資産管理基金繰入金 0 26,400 26,400

諸　その他収入 86 0 86

一　般　財　源 859,923 0 859,923

・補正理由

　原油価格高騰に伴う自校方式の学校給食の提供に要する需用費（ガス料）の追加

・補正内容

　需用費　26,400千円（95,392千円→121,792千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　26,400千円（皆増）

6 小学校建設事業 1,279,118 22,829 1,301,947

市　現年課税分（事業所税） 726,000 0 726,000

国　公立小中学校整備事業費負担金 1,615 0 1,615

国　学校施設環境改善交付金 218,363 0 218,363

繰　資産管理基金繰入金 0 22,829 22,829

債　小学校整備事業債 204,800 0 204,800

一　般　財　源 128,340 0 128,340

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う資材価格等の上昇への対応に要する工事請負費の追加

　　可美小学校改築2期工事物価スライド分

・補正内容

　工事請負費　22,829千円（1,035,008千円→1,057,837千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　22,829千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 7 小学校施設整備事業 822,513 74,147 896,660

市　現年課税分（事業所税） 234,000 0 234,000

国　学校施設環境改善交付金 44,104 0 44,104

国　防災・安全社会資本整備交付金 5,800 0 5,800

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 3,225 0 3,225

債　小学校整備事業債 350,600 0 350,600

一　般　財　源 184,784 74,147 258,931

・補正理由

　次年度学級編成に伴う工事請負費の追加

　　普通学級　　　　13学級

　　発達支援学級等　25学級

・補正内容

　工事請負費　74,147千円（710,957千円→785,104千円）

8 中学校運営事業 701,162 85,043 786,205

国　防音事業関連維持費補助金 8,447 0 8,447

繰　資産管理基金繰入金 0 85,043 85,043

諸　その他収入 200 0 200

一　般　財　源 692,515 0 692,515

・補正理由

　原油価格高騰に伴う学校運営に要する需用費（電気料及びガス料）の追加

　・電気料　67,979千円

　・ガス料  17,064千円

・補正内容

　需用費　85,043千円（514,762千円→599,805千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　85,043千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 9 中学校授業用教材教具導入事業 156,699 21,244 177,943

国　理科教育等設備整備費補助金 1,621 0 1,621

一　般　財　源 155,078 21,244 176,322

・補正理由

  次年度学級増に伴う普通教室及び発達支援教室教材備品等の購入に要する

　経費の追加

　　普通学級　　　12学級

　　発達支援学級　14学級

・補正内容

　需用費　 　  5,050千円（118,596千円→123,646千円）

　備品購入費　16,194千円（ 38,103千円→ 54,297千円）

10 中学校給食事業 435,086 14,769 449,855

繰　資産管理基金繰入金 0 14,769 14,769

諸　その他収入 42 0 42

一　般　財　源 435,044 0 435,044

・補正理由

　原油価格高騰に伴う自校方式の学校給食の提供に要する需用費（ガス料）の追加

・補正内容

　需用費　14,769千円（51,281千円→66,050千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　14,769千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 11 中学校建設事業 1,185,994 39,185 1,225,179

市　現年課税分（事業所税） 333,000 0 333,000

国　学校施設環境改善交付金 244,012 0 244,012

国　教育施設等騒音防止対策事業費補助金 138,559 0 138,559

繰　資産管理基金繰入金 0 39,185 39,185

債　中学校整備事業債 359,400 0 359,400

一　般　財　源 111,023 0 111,023

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う資材価格等の上昇への対応に要する工事請負費の追加

　　西部中学校改築工事物価スライド分

・補正内容

　工事請負費　39,185千円（1,159,268千円→1,198,453千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　39,185千円（皆増）

・債務負担行為

　事　項　西部中学校改築工事費（令和４年度設定分）

　限度額　32,707千円（R5:32,707千円）

　期　間　令和4年度から令和5年度まで

12 中学校施設整備事業 397,368 54,227 451,595

市　現年課税分（事業所税） 188,000 0 188,000

国　学校施設環境改善交付金 7,258 0 7,258

国　防災・安全社会資本整備交付金 4,200 0 4,200

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 1,762 0 1,762

債　中学校整備事業債 174,900 0 174,900

一　般　財　源 21,248 54,227 75,475

・補正理由

　次年度学級編成に伴う工事請負費の追加

　　普通学級　　　　 9学級

　　発達支援学級等　21学級

・補正内容

　工事請負費　54,227千円（321,963千円→376,190千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 13 市立高校管理運営経費 63,338 8,090 71,428

使　高等学校施設使用料 314 0 314

使　高等学校証明手数料 140 0 140

国　いじめ対策等総合推進事業費補助金 73 0 73

繰　資産管理基金繰入金 0 8,090 8,090

諸　その他収入 958 0 958

一　般　財　源 61,853 0 61,853

・補正理由

　原油価格高騰に伴う学校運営に要する需用費（電気料及びガス料）の追加

　・電気料　6,759千円

　・ガス料　1,331千円

・補正内容

　需用費　8,090千円（31,620千円→39,710千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　8,090千円（皆増）

14 学校給食センター事業 1,112,495 25,564 1,138,059

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 8,844 0 8,844

繰　資産管理基金繰入金 0 25,564 25,564

諸　学校給食費保護者等負担金 504,230 0 504,230

諸　その他収入 31 0 31

一　般　財　源 599,390 0 599,390

◆ (1) 学校給食センター管理運営事業 597,635 25,564 623,199

・補正理由

　原油価格高騰に伴うセンター方式の学校給食の提供に要する需用費（燃料費、

　電気料及びガス料）の追加

　・ガス料　12,912千円

　・電気料　12,102千円

　・燃料費　　 550千円

・補正内容

　需用費　25,564千円（135,148千円→160,712千円）

・財源

　繰　資産管理基金繰入金　25,564千円（皆増）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

災害 1 林業施設災害復旧事業 650,000 372,700 1,022,700
復旧費

県　農林施設災害復旧費補助金 422,304 114,400 536,704

債　農林水産施設災害復旧債 153,600 177,000 330,600

一　般　財　源 74,096 81,300 155,396

◆ (1) 国庫補助事業 460,000 176,000 636,000

・補正理由

　台風第15号等による執行見込額の増加に伴う林業施設の災害復旧に要する

　工事請負費の追加

　　林道大尾大日山線の路肩復旧、林道光南線の崩土除去・法面保護等

・補正内容

　工事請負費　176,000千円（460,000千円→636,000千円）

・財源

　県6.5/10　農林施設災害復旧費補助金　114,400千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（422,304千円→536,704千円）

　債　　　　農林水産施設災害復旧債　　 49,200千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 30,100千円→ 79,300千円）

◆ (2) 単独事業 190,000 196,700 386,700

・補正理由

　台風第15号等による執行見込額の増加に伴う林業施設の災害復旧に要する経費

　の追加

　　林道の路面洗堀・崩土除去、測量設計業務等

・補正内容

　需用費　　　 28,200千円（　5,000千円→ 33,200千円）

　委託料　　　　7,200千円（　5,000千円→ 12,200千円）

　工事請負費　161,300千円（180,000千円→341,300千円）

・財源

　債　農林水産施設災害復旧債　127,800千円（123,500千円→251,300千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

災害 2 農地・農業用施設災害復旧事業 200,000 143,900 343,900
復旧費

分　農地・農業用施設災害復旧費分担金 1 0 1

債　農林水産施設災害復旧債 130,000 93,500 223,500

一　般　財　源 69,999 50,400 120,399

◆ (1) 単独事業 200,000 143,900 343,900

・補正理由

　台風第15号等による執行見込額の増加に伴う農地・農業用施設の災害復旧

　に要する経費の追加

　　農道の崩土除去、測量設計業務等　　

・補正内容

　委託料　　　46,000千円（ 18,496千円→ 64,496千円）

　工事請負費　97,900千円（181,004千円→278,904千円）

・財源

　債　農林水産施設災害復旧債　93,500千円（130,000千円→223,500千円）

3 土木施設災害復旧事業 2,096,000 2,116,100 4,212,100

国　土木施設災害復旧費負担金 667,000 695,614 1,362,614

債　土木施設災害復旧債 1,416,900 1,370,400 2,787,300

一　般　財　源 12,100 50,086 62,186

◆ (1) 国庫補助事業 1,000,000 1,042,900 2,042,900

・補正理由

　台風第15号等による執行見込額の増加に伴う土木施設の災害復旧に要する経費

　の追加

　　天竜仲町山王線嘯月橋の一部損壊、国道362号（瀬居）の路肩崩壊等

・補正内容

　工事請負費　　　　1,038,530千円（985,000千円→2,023,530千円）

　公有財産購入費　　　　2,140千円（ 10,000千円→　 12,140千円）

　補償、補填及び賠償金　2,230千円（　5,000千円→　　7,230千円）

・財源

　国2/3　土木施設災害復旧費負担金　695,614千円（667,000千円→1,362,614千円）

　債　　 土木施設災害復旧債        347,200千円（320,900千円→  668,100千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

災害 ◆ (2) 単独事業 1,096,000 1,073,200 2,169,200
復旧費

・補正理由

　台風第15号等による執行見込額の増加に伴う土木施設の災害復旧に要する経費

　の追加

　　天竜宅地内土砂撤去、その他市内一円の路面復旧・浚渫等

・補正内容

　役務費　　　　　　　　1,900千円（　1,000千円→　　2,900千円）

　委託料　　　　　　 　83,100千円（130,000千円→　213,100千円）

　工事請負費　　　　　983,200千円（947,700千円→1,930,900千円）

　補償、補填及び賠償金　5,000千円（　5,000千円→   10,000千円）

・財源

　債　土木施設災害復旧債　1,023,200千円（1,096,000千円→2,119,200千円）

4 文教施設災害復旧事業 24,000 261,800 285,800

県　公立学校施設災害復旧費負担金 8,666 149,199 157,865

債　文教施設災害復旧債 8,900 78,600 87,500

一　般　財　源 6,434 34,001 40,435

◆ (1) 国庫補助事業 13,000 223,800 236,800

・補正理由

　台風第15号等による執行見込額の増加に伴う文教施設の災害復旧に要する

　工事請負費の追加

　　南陽中学校体育館の床面復旧工事等

・補正内容

　工事請負費　223,800千円（13,000千円→236,800千円）

・財源

　県2/3　公立学校施設災害復旧費負担金　149,199千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （8,666千円→157,865千円）

　債　　 文教施設災害復旧債           　59,600千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（3,400千円→ 63,000千円）



（単位：千円）

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

災害 ◆ (2) 単独事業 11,000 38,000 49,000
復旧費

・補正理由

　台風第15号等による執行見込額の増加に伴う文教施設の災害復旧に要する経費

　の追加

　　南陽中学校校舎等の床面復旧・空調設備修繕、豊西小学校受水槽ポンプ復旧等

・補正内容

　委託料　　　23,000千円（　500千円→23,500千円）

　工事請負費　15,000千円（8,800千円→23,800千円）

・財源

　債　文教施設災害復旧債　19,000千円（5,500千円→24,500千円）

5 市有財産災害復旧事業 30,000 105,500 135,500

債　その他公共・公用施設災害復旧債 15,000 52,700 67,700

一　般　財　源 15,000 52,800 67,800

◆ (1) 単独事業 30,000 105,500 135,500

・補正理由

　台風第15号等による執行見込額の増加に伴う市有財産の災害復旧に要する経費

　の追加

　　天竜区役所駐車場、御前谷第二緑地の法面保護・崩土除去等

・補正内容

　需用費　　　 1,069千円（ 4,200千円→　5,269千円）

　委託料　　　10,248千円（　 400千円→ 10,648千円）

　工事請負費　94,183千円（25,400千円→119,583千円）

・財源

　債　その他公共・公用施設災害復旧債　52,700千円（15,000千円→67,700千円）


